
◎観光立国推進基本法 
（平成一八年一二月二〇日法律第一一七号）（衆）   

一、提案理由（平成一八年一二月七日・衆議院本会議） 

○塩谷立君 ただいま議題となりました法律案につきまして、提案の趣旨及びその内容

を御説明申し上げます。 

 本案は、二十一世紀の我が国経済社会の発展のために観光立国を実現することが極め

て重要であることにかんがみ、現行の観光基本法の全部を改正し、題名を観光立国推進

基本法に改めるとともに、観光立国の実現に関する施策の基本となる事項を定めようと

するものであります。 

 その主な内容は、 

 第一に、観光立国の実現に関する施策は、地域における創意工夫を生かし、地域の住

民が誇りと愛着を持つことのできる活力に満ちた持続可能な発展を通じて国内外からの

観光旅行を促進することが、将来にわたる豊かな国民生活の実現のため特に重要である

という認識のもとに講ぜられなければならないこと等を基本理念とすること、 

 第二に、政府は、観光立国の実現に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、

観光立国推進基本計画を定めなければならないこと、 

 第三に、国は、基本的施策として、国際競争力の高い魅力ある観光地の形成、観光産

業の国際競争力の強化及び観光の振興に寄与する人材の育成等に必要な施策を講ずるこ

と 

などであります。 

 本案は、昨六日の国土交通委員会におきまして、全会一致をもって委員会提出法律案

として提出することに決したものであります。 

 なお、本案につきましては、観光立国の推進に関する件を本委員会の決議として議決

したことを申し添えます。 

 何とぞ速やかに御可決くださいますようお願い申し上げます。 

○決議（平成一八年一二月六日） 

  政府は、観光立国推進基本法の施行に当たっては、次の事項について適切な措置を

講ずるべきである。 

一 本法に基づく観光立国推進基本計画の策定に当たっては、観光行政強化の観点から

関係各省庁が密接な連携の下に施策を講ずることを旨とするとともに、その作成過程で

幅広い関係者の声を反映するよう努めること。 

二 地方公共団体の自主性及び主体性を尊重しつつ、やる気のある地域による知恵と工

夫にあふれた観光振興の取組みを支援することにより、交流人口の拡大と魅力ある地域

づくりの推進に努めること。 

三 日本の伝統と文化を体現し、もてなしの心により観光立国を支える旅館業をはじめ

とした観光に関わる中小企業について、その経営基盤を確立するための施策の充実に努



めること。 

四 景観法に基づく良好な景観の形成を推進するとともに、心ない観光客による落書や

ごみの放置などの行為から美しい自然や文物、景観を保護するため、観光客のモラルの

向上を図るための施策に努めること。 

五 より柔軟に休暇を取得しやすくすることにより、国民が旅行しやすい環境を整え、

観光需要を創出するため、産業界と連携して国民的な運動の推進に努めるとともに、家

族旅行等に係る児童生徒の休暇制度その他の制度面における検討を行うこと。 

六 国際会議、国際文化・スポーツイベント、国際展示会・見本市などを通じた観光交

流の拡大に努めること。 

七 交通機関・高速道路などの交通施設における弾力的な料金体系の導入等により、旅

行に関する費用の低廉化の促進に努めること。 

八 観光立国の実現に関する施策の遂行に当たっては、各省庁の横断的な英知を結集し

ながら、総合的、効果的かつ効率的に行い、行政改革の趣旨を踏まえて、観光庁等の設

置の実現に努力すること。 

  右決議する。 

二、参議院国土交通委員長報告（平成一八年一二月一三日）   

○大江康弘君 

……………（略）…………… 

 次に、観光立国推進基本法案は、観光立国の実現に関する施策を総合的かつ計画的に

推進するため、施策の基本的理念の定立、国及び地方公共団体の責務等の明定、政府に

よる観光立国推進基本計画の作成、基本的施策の明示等の措置を講じようとするもので

あります。 

 委員会におきましては、提出者衆議院国土交通委員長より趣旨説明を聴取した後、法

律改正の目的と意義、国内観光需要拡大の必要性、観光振興に資する交通機関の整備等

について質疑が行われましたが、その詳細は会議録によって御承知願います。 

 質疑を終局し、採決の結果、本法律案は全会一致をもって原案どおり可決すべきもの

と決定いたしました。 

 なお、本法律案に対して附帯決議が付されております。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成一八年一二月一二日） 

 政府は、本法の施行に当たり、次の諸点について適切な措置を講じ、その運用に遺憾

なきを期すべきである。 

一、本法に基づく観光立国推進基本計画の策定に当たっては、観光行政強化の観点から

関係各省庁が密接な連携の下に施策を講ずることを旨とするとともに、その作成過程で

幅広い関係者の声を反映するよう努めること。 

二、地方公共団体の自主性及び主体性を尊重しつつ、やる気のある地域による知恵と工



夫にあふれた観光振興の取組みを支援することにより、交流人口の拡大と魅力ある地域

づくりの推進に努めること。 

三、日本の伝統と文化を体現し、もてなしの心により観光立国を支える旅館業をはじめ

とした観光に関わる中小企業について、その経営基盤を確立するための施策の充実に努

めること。 

四、景観法に基づく良好な景観の形成を推進するとともに、心ない観光客による落書や

ごみの放置などの行為から美しい自然や文物、景観を保護するため、観光客のモラルの

向上を図るための施策に努めること。 

五、より柔軟に休暇を取得しやすくすることにより、国民が旅行しやすい環境を整え、

観光需要を創出するため、産業界と連携して国民的な運動の推進に努めるとともに、家

族旅行等に係る児童生徒の休暇制度その他の制度面における検討を行うこと。 

六、国際会議、国際文化・スポーツイベント、国際展示会・見本市などを通じた観光交

流の拡大に努めること。 

七、高齢者・障害者等移動制約者の円滑な移動の確保に資する施策を一層促進するとと

もに、交通機関・高速道路などの交通施設における弾力的な料金体系の導入等により、

旅行に関する費用の低廉化の促進に努めること。 

八、観光立国の実現に関する施策の遂行に当たっては、各省庁の横断的な英知を結集し

ながら、総合的、効果的かつ効率的に行い、行政改革の趣旨を踏まえて、観光庁等の設

置の実現に努力すること。 

  右決議する。 

 （注） 衆議院においては、委員会の審査は省略された。 


